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第２次福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画 

 

１ 策定の趣旨 

福岡県では、平成１８年８月、福岡市において飲酒運転により幼い３人の命が失

われた交通事故を契機に県内で飲酒運転撲滅の気運が高まり、その後、飲酒運転事

故は減少していたが、平成２１年から増加に転じ、平成２２年の飲酒運転事故件数

は３３７件で、全国ワースト１位となった。 

その後も、平成２３年２月には、糟屋郡において飲酒運転により男子高校生２人

が犠牲となる痛ましい事故が発生し、その年の飲酒運転事故件数は２５７件で、前

年よりも大幅に減少したものの、依然として全国ワースト２位と憂慮すべき状況で

あった。 

悲惨な結果を引き起こす飲酒運転を撲滅するため、県では、平成２４年に議員提

案により福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例（平成２４年福岡県条例第１

号。以下「条例」という。）を制定するとともに、条例第２６条第１項の規定により

福岡県飲酒運転撲滅連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置した。連絡会議は、

同年、同条第２項の規定により福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画（以下「前計画」

という。）を策定し、行政や関係団体が連携して飲酒運転撲滅運動を推進してきた。 

その結果、県民の間には「飲酒運転は絶対しない、させない、許さない」という

意識が広がり、多くの事業所や飲食店でも飲酒運転撲滅の取組が行われるようにな

った。また、警察による取締りも強化され、平成２６年の飲酒運転事故件数は１５

３件に減少し、全国順位もワースト１１位まで改善した。 

しかし、飲酒運転事故は未だに後を絶たず、撲滅にはほど遠い状況であることか

ら、平成２６年に県議会において条例の見直しが行われ、平成２７年２月に一部改

正による更なる対策の強化が図られたところである。  

連絡会議では、こうした動きに合わせ、前計画の実施状況やその課題等を踏まえ

て新たな計画を策定し、県、県警察、市町村、関係機関・団体が連携して飲酒運転

撲滅に向けた取組を更に推進することにより、飲酒運転のない、県民が安心して暮

らせる社会の実現を目指す。 

 

２ 現状と課題 

平成２４年に前計画を策定した後、飲酒運転事故件数は減少を続け、前述したと

おり、平成２６年の飲酒運転事故件数は１５３件と統計が残る昭和４０年以降最少

となった。しかし、全国順位はワースト１１位と依然として高水準であり、飲酒運

転検挙者も１，１９１人と多数存在するなど、憂慮すべき状況にある。  
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警察庁の「常習飲酒運転者に講ずべき安全対策に関する調査研究報告書」（平成２

１年３月）によると、飲酒運転違反者の５７．６％が再犯者であり、また、飲酒運

転違反者の３２．２％、再犯者の４０．２％がＡＵＤＩＴ（世界保健機関「アルコ

ール使用障害特定テスト」）１３点以上であり、高い割合を占めていた。（ＡＵＤＩ

Ｔ8 点以上：危険な飲酒群、ＡＵＤＩＴ15 点：アルコール性肝障害患者の平均点、

ＡＵＤＩＴ20 点：アルコール依存症を疑う） 

また、常習飲酒運転の背景には多量飲酒やアルコール依存症など、飲酒習慣に問

題がある場合があることが多い。 

 

３ 基本方針 

飲酒運転を撲滅するため、県、県警察、市町村、関係機関・団体は、連携して飲

酒運転撲滅運動を推進し、県民一人ひとりに「飲酒運転は絶対しない、させない、

許さない」という意識を定着させる。 

また、飲酒運転は、アルコール健康障害に関連して生じることがあるため、違反

者の状況に応じた指導や支援を行い、アルコール依存症等の健康障害の発生及び進

行の防止を図る。 

 

４ 計画期間及び目標 

（１）計画期間  

この計画は、平成２７年度から平成２９年度までの３年間を計画期間とする。

ただし、情勢に重要な変化が生じた場合には、その都度必要な見直しを行う。  

（２）目標 

計画期間においては、県、県警察、市町村、関係機関・団体が連携し、県民と

一丸となった取組によって飲酒運転撲滅を着実に推進するため、以下に掲げる目

標を設定し、達成を目指す。 

 

 

 

 

 

５ 推進体制 

基本方針に則った取組を推進するため、連絡会議を設置するなど、県、県警察、

市町村、関係機関・団体が相互に情報交換等を行い、協力しながら飲酒運転撲滅運

動を推進するための体制を整備する。 

項   目 平成２９年度末 

飲酒運転撲滅宣言企業の登録数 ５０,０００事業所 

飲酒運転撲滅宣言の店の登録数 １０,０００店 

飲酒運転事故件数（平成２９年） １２０件以下 
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（１）飲酒運転撲滅連絡会議 

ア 飲酒運転撲滅連絡会議の役割 

連絡会議は、飲酒運転撲滅推進総合計画を策定し、その実施に関し必要な協議

と調整を行う。 

イ 飲酒運転撲滅連絡会議の構成及び連携体制 

連絡会議は、福岡県新社会推進部長を会長とし、県の執行機関、市町村、特定

事業者の団体等、この条例の規定に基づく措置、取組等に関係する機関・団体に

属する委員で構成する。 

また、連絡会議に幹事会を置き、福岡県新社会推進部生活安全課長の職にある

委員を幹事長とする。幹事は、連絡会議の委員の中から幹事長が指名する。幹事

会は、連絡会議に付議する案件をあらかじめ調整するほか、専門的事項について

協議する。 

連絡会議の構成員は、それぞれの立場で県民への広報啓発や教育等を実施し、

飲酒運転撲滅に取り組むとともに、連絡会議又は幹事会において互いに情報提供

や意見交換を行い、構成員が連携して飲酒運転撲滅の取組を実施する。  

（２）飲酒運転撲滅対策医療センター 

 ア 飲酒運転撲滅対策医療センターの目的 

飲酒運転撲滅対策医療センター（以下「対策医療センター」という。）は、県と

の連携のもと、アルコール依存症である者及び飲酒行動に問題のある者の治療又

は飲酒行動是正のためのプログラムへの参加促進など、アルコール依存症及び問

題飲酒行動に関する対策を推進する。 

 イ 飲酒運転撲滅対策医療センターの取組 

対策医療センターは、県との連携のもと、職域、地域、医療機関、行政機関、

アルコール依存症等に係る自助グループ等がアルコール問題に的確に対処するこ

とができるよう、助言、指導するとともに、保健医療連携体制の構築を図る。  

また、アルコール依存症治療の専門機関として、県民又は医療機関からのアル

コール依存症に関する専門医療相談を行う。  

 

６ 県の取組 

県は、県警察、市町村、関係機関・団体との連携の下に、飲酒運転の撲滅に向け、

効果的な広報啓発活動やアルコール問題対策など、条例に定める施策及びこの計画

に定める取組を総合的に実施するとともに、必要な措置を講じる。  

事業者及び酒類を提供する飲食店営業者（以下「飲食店営業者」という。）等に対

して、飲酒運転の撲滅に取り組む旨を宣言し、届け出るよう働きかけるとともに、
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県が発注する業務に係る契約の相手方に対して、撲滅宣言の趣旨を説明し、飲酒運

転撲滅推進計画の策定に関し必要な情報の提供等に努める。  

職員に対しては、飲酒運転を行うことを防止するため、研修、指導その他の必要

な措置を講じる。 

 

７ 県警察の取組 

飲酒運転を撲滅するためには、交通指導取締りによる交通秩序の維持を図るとと

もに、交通安全教育や広報啓発活動を効果的に推進する必要がある。  

このため県警察は、取締り体制及び装備資機材の充実強化を図り、飲酒運転によ

る交通事故実態等の分析結果に基づいた交通指導取締りの推進や周辺者の責任追及

を徹底するとともに、県、市町村、関係機関・団体と連携し、広報啓発活動や飲食

店営業者等に対する指導及び交通安全教育に取り組む。  

 

８ 市町村の取組 

市町村は、県、県警察、関係機関・団体と連携を図りながら、飲酒運転撲滅に向

けた効果的な広報啓発活動を推進し、「飲酒運転は絶対しない、させない、許さない」

という住民意識の確立を図るとともに、住民による飲酒運転撲滅の取組に対して、

必要な支援を行うよう努め、事業者及び飲食店営業者等に対して、飲酒運転の撲滅

に取り組む旨を宣言し、届け出るよう働きかけるなど、県の施策に協力するよう努

める。 

また、職員が飲酒運転を行うことを防止するため、研修、指導その他の必要な措

置を講じる。 

 

９ 具体的な対策 

（１）アルコール健康障害対策 

ア 飲酒運転とアルコール健康障害 

アルコール依存症は、飲酒を自分の意思でコントロールできなくなる「病気」

である。その特徴として、強い飲酒欲求、連続飲酒･多量飲酒のほか、手指のふる

え、幻覚などの離脱症状が認められる。 

また、アルコール依存症に至らない場合でも、アルコールを多量に摂取し、飲

酒を続けることによって、肝臓障害、高血圧、糖尿病などの健康問題や飲酒運転

をはじめとする社会的に問題となる行動を引き起こすことがある。  

飲酒運転撲滅を図る上で、早期発見、早期治療による問題飲酒行動の改善や、

アルコール依存症の治療などアルコール健康障害への対応が重要である。  
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イ アルコール健康障害の発生予防・早期発見・進行防止 

本人・家族、事業者、県及び市町村は、以下の取組に努める。  

・本人・家族の取組 

アルコール関連問題に関する関心と理解を深め、アルコール依存症等の健康

障害について正しく理解し、必要に応じて保健所、精神保健福祉センター等の

相談機関、アルコール専門医療機関等の利用に努める。  

  ・事業者の取組 

日常の飲酒行動の変化や健康診断などから問題飲酒行動やアルコール依存症

等の健康障害の早期発見に努めるとともに、それらが発見された場合には、産

業医、衛生管理者等による保健指導の実施や適切な相談機関、医療機関につな

げるよう努める。 

  ・県の取組 

アルコール健康障害対策を総合的に推進するため、県民、事業者、医療機関、

行政機関等と連携するとともに、アルコール健康障害に関する正しい知識や問

題飲酒行動・アルコール依存症等の健康障害の早期発見のための質問票の普及

を図り、家族、事業者など周囲の者の適切な対応方法について啓発する。  

また、飲酒運転違反者に対し、飲酒運転による検挙回数に応じて、指定医療

機関の受診又は飲酒行動に関する指導を受けるよう指導し、アルコール健康障

害の発生予防、早期発見、進行防止を図る。  

なお、飲酒行動に関する指導において、アルコール依存症の疑いがあると認

められ、指定医療機関の受診を勧告された者については、生活が困窮している

ことにより受診費用を負担することが困難と認められる場合に限り、県が指定

医療機関が実施する診察の費用を負担する。  

・市町村の取組 

アルコール健康障害に関する啓発や健康診断において問題飲酒行動及びアル

コール依存症等の健康障害の早期発見の促進を図るとともに、それらが発見さ

れた場合には、保健指導の実施や適切な相談機関、医療機関につなげるよう努

める。 

 

ウ アルコール依存症の治療 

（ア）治療 

アルコール依存症と診断された飲酒運転者は、条例第９条第１項の規定に基づ

き、アルコール依存症の専門医療機関において、症状に応じて必要な治療を受け
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なければならない。 

 

（イ）アルコール依存症の治療に対する支援 

本人・家族、事業者、医療機関、自助グループ、県及び保健所設置市は、以下

の取組に努める。 

  ・本人・家族の取組 

アルコール依存症を正しく理解し、自ら治療を受けるとともに治療の継続に

努める。家族においては本人の治療について理解し、本人が治療継続できるよ

う支援する。 

また、治療継続のため自助グループの活用を図る。  

  ・事業者の取組 

アルコール依存症を正しく理解し、治療を行う者が再飲酒につながらないよ

う十分な配慮を行う。 

  ・医療機関の取組 

医師その他の医療関係者は、アルコール健康障害の発生、進行及び再発の防

止に寄与するよう努めるとともに、アルコール健康障害に係る良質かつ適切な

医療を行うよう努める。 

また、アルコール依存症者にはうつ、幻覚等の精神的症状や肝臓障害、高血

圧、糖尿病等の身体的症状を併発する場合があるので、アルコール依存症の治

療に当たっては、一般科医療機関、精神科医療機関及びアルコール専門医療機

関において相互に連携する。 

  ・自助グループの取組 

  断酒の経験を活かし、アルコール依存症に関する正しい知識の普及を図る。  

  ・県及び保健所設置市の取組 

アルコール依存症に関する正しい知識の普及を図るとともに、家族、事業者

など周囲の者への適切な対応方法の周知を図る。  

また、アルコール依存症治療の継続を促進するため、自助グループ活動への

支援を行う。 

 

エ 飲酒行動是正プログラム 

アルコール依存症と診断されなくても、飲酒により精神的、身体的又は社会的

問題が生じている者は、原因が飲酒であることを自覚し、節酒又は断酒に取り組

み改善を図ることが重要であるため、問題飲酒行動が認められる飲酒運転者に対

してアルコール健康障害の正しい知識と飲酒のコントロールについて習得できる
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飲酒行動是正プログラムを実施する。 

 

オ 啓発プログラム 

常習的に飲酒運転を繰り返す違反者は、規範意識が低いと考えられるため、こ

のような飲酒運転者に対して、交通安全講習等の違反者の規範意識の向上を図る

啓発プログラムを実施する。 

 

カ 飲酒運転検挙者以外の飲酒運転違反者による飲酒運転防止の取組の促進 

道路交通法の罰則対象にならない飲酒運転違反者（警察によるアルコール検知

の結果、呼気１リットル中のアルコール濃度が基準値未満（0.15mg/l 未満）だっ

た者）に対し、県は、指導票や飲酒習慣自己チェック票、相談窓口の案内文書を

交付するなど、当該飲酒運転違反者が飲酒運転防止の取組を行うことができるよ

う必要な措置を講ずる。 

 

キ 受診の促進 

県は、飲酒運転検挙者の指定医療機関の診察を受ける義務の履行の促進を図る

ため、指定医療機関の数を増加させるための措置を講じ、受診機会の拡大を図る。  

 

（２）飲酒運転撲滅に係る広報・啓発 

ア 飲酒運転撲滅の日及び撲滅週間 

毎月２５日を「飲酒運転撲滅の日」とするとともに、８月２５日から３１日ま

での１週間を「飲酒運転撲滅週間」とし、当該日及び期間には、関係団体が連携

した街頭啓発等のキャンペーン等を実施することにより、県民に対する飲酒運転

撲滅気運の醸成を図る。 

 

イ 多様な広報媒体を活用した広報啓発活動 

県、県警察、市町村等は、県民一人ひとりに対して飲酒運転撲滅運動の周知を

図るため、テレビ、ラジオ、新聞、インターネット等の広報媒体を活用するほか、

各々の広報誌、ホームページ等による広報啓発を実施する。  

また、飲酒運転撲滅に関連するポスター、チラシ等を作成し、関係団体へ配付

するほか、ホームページに電子データを掲載することにより、事業者、飲食店等

における広報啓発を促進する。 

更に、四季の交通安全県民運動における取組、家庭、学校、地域、職域等と一

体となったキャンペーンの実施、各種会議や交通安全講話等の機会を活用した広
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報啓発の実施など、効果的な広報啓発を実施する。 

 

ウ 「飲酒運転は絶対しない、させない、許さない」県民意識醸成のための広報啓

発活動 

飲酒運転がなくならない背景には、飲酒運転の危険性や結果の重大性に対する

社会的な認識の甘さがあることを指摘する声があることから、飲酒運転は重大な

犯罪行為であって「飲酒運転は絶対しない、させない、許さない」という県民意

識を定着させる必要がある。 

よって県、県警察、市町村等は、飲酒運転に対しては厳しい処分等（刑事処分、

行政処分、民事賠償、懲戒処分等）が課せられ、そのことによって被害者やその

家族のみならず、運転者本人や家族等も不幸になることから、被害者の声や違反

者の手記などを取り入れた啓発や飲酒運転による交通事故等の実態を踏まえた広

報を実施して、「飲酒運転は絶対しない、させない、許さない」というスローガン

の積極的な展開を図る。 

さらに、飲酒運転撲滅宣言企業・宣言の店の優れた取組を取りまとめ、事例集

を作成・公表して優良取組事例の普及を図るなど、事業者における取組を促進す

るために必要な措置を講じる。 

また、危険な飲酒運転を未然に防止し、又は道路交通の場から早期に排除する

ためには、県民、事業者等からの通報が有効であることから、県民、事業者等に

対し、飲酒運転を現認した場合には、迷うことなく積極的に警察官に通報するよ

う広報啓発を実施する。 

 

（３）飲酒運転事故の被害者等の支援 

飲酒運転事故の被害者及びその家族等（以下「被害者等」という。）に対しては、

その相談に適切に対応するため、窓口の設置その他の支援体制の整備をするとと

もに、飲酒運転撲滅のための取組及び措置に被害者等が参加できるよう配慮する。 

飲酒運転違反者又は飲酒運転違反者となるおそれがある者及びその家族等に対

しては、その自主的な飲酒運転防止の取組を促進するため、相談窓口の設置及び

連絡体制の整備等を行う。 

 

（４）飲酒運転撲滅に向けた教育活動 

ア 小学校、中学校、高等学校、大学等における教育 

 （ア）小学校、中学校、高等学校における教育 

飲酒運転撲滅については、児童生徒に、飲酒の身体への影響や飲酒運転の悪質



~ 9 ~ 
 

性・危険性について理解させ、将来、「飲酒運転は絶対しない、させない、許さな

い」という意識を高めさせることが重要である。そこで以下の交通安全教育の中

で、飲酒運転撲滅に向けた教育を推進する。  

ａ 学校教育活動全体を通した指導 

学習指導要領に基づき、教科、道徳、特別活動等の学校教育活動全体を通し

て、発達段階に応じた交通安全教育を実施し、児童生徒に、飲酒の身体への影

響や飲酒運転の悪質性、危険性等について理解させるとともに、生命の大切さ

や思いやりの心、さらには、規範意識の醸成に努める。  

ｂ 家庭・地域・関係機関との連携 

子どもが飲酒運転の怖さや悲惨さなどを学校で学ぶだけではなく、家庭で保

護者に話したり、一緒になって考えたりする機会が持てるよう、学校は、保護

者懇談会や学校だより等を通じて保護者等に対し、周知・啓発に努める。  

また、飲酒運転撲滅に向けた教育を充実させるため、交通安全教室等におい

て、飲酒運転の危険性について理解を更に深めるなど、飲酒運転撲滅に向けた

取組の充実を図る。 

（イ）大学等における教育 

大学入学時のオリエンテーションにおける講話や特別講義等により、交通社会

の一員としての責任ある行動及び飲酒運転撲滅に関する教育のほか、適切な飲酒

行動に関する教育等を実施する。 

 

（ウ）教育に従事する者に対する取組 

県教育委員会は、所管する教育機関の教育に従事する者に対して、条例の趣旨

及び内容並びにアルコール健康障害に関する知識について、研修会等にて周知す

る。 

また、県及び県教育委員会は、市町村教育委員会、学校法人に対して、上記に

準じ周知を図るよう働きかける。 

 

イ 社会人への教育 

県、県警察、市町村等は、事業者における社員教育、老人会等の地域における

教育について働きかけを行うとともに、飲酒運転撲滅活動アドバイザーの派遣や、

必要な情報提供等の支援を実施する。 

また、酒類提供事業者等に対する指導やハンドルキーパー運動の普及、アルコ

ール依存症に関する知識や相談窓口の周知等に取り組む。  

条例の趣旨及び内容等を社会教育の場を通じて県民に周知するため、社会教育
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関係者を対象とする研修会等にてこれらの情報を周知する。 

 

ウ 運転者教育 

安全運転管理者講習等を通じて、アルコールが運転操作に与える影響や交通事

故被害時の悲惨さに対する理解を深める交通安全教育を行う。 

取消処分者講習、停止処分者講習、更新時講習等においては、運転者に対する

再教育が効果的に行われるよう飲酒運転の実態等を踏まえた教育を実施するほか、

講習内容及び講習方法の充実に努める。 

福岡県公安委員会指定自動車学校は、免許取得時の学科教習や地域の団体等と

連携した交通安全教育の場において飲酒運転撲滅に関する運転者教育に努める。  

交通関係の団体、協会等は、それぞれの傘下または加盟する企業等の職員に向

けた効果的な運転者教育に努める。 

 

（５）事業者による飲酒運転撲滅対策 

ア すべての事業者における取組 

   事業者は、以下の取組に努める。 

・業務上車両を運転する者に面接等による点検を実施するなど、従業員等が業

務上飲酒運転を行うことを防止するための取組 

・飲酒運転撲滅ポスター等の掲示、ミーティング時の講話、社内報への掲載等

による従業員への啓発の実施 

・飲酒運転撲滅宣言の届出や飲酒運転撲滅推進計画の策定等、条例の趣旨に則

した取組 

・県、県警察、市町村等が実施する飲酒運転撲滅キャンペーン等の取組への協

力 

・業務上車両を運転する者や道路等において長時間にわたり保守・管理等の業

務に従事する者が飲酒運転を現認した場合における警察官への速やかな通報  

また、事業者の団体等は、会員等に対して飲酒運転撲滅宣言の届出を促すとと

もに、会報誌への掲載などを実施し、条例の周知に努める。  

 

イ 飲食店営業者における取組 

   飲食店営業者は、以下の取組に努める。 

・飲酒運転撲滅に関するポスター、ステッカー等の啓発物を掲示して飲酒運転

撲滅の呼びかけを実施、車両を運転する者には酒類を提供しない主旨の啓発

物を来店者に見える方法での表示 



~ 11 ~ 
 

・飲酒運転撲滅宣言の届出 

・来店者への積極的な声かけ、運転代行業者の紹介、ハンドルキーパー運動、

メニュー・コースター等への飲酒運転撲滅に関する啓発文の掲載等の取組  

・来店者の飲酒運転を現認した場合における警察官への通報  

・事業者の団体等と連携した取組の推進  

また、事業者の組合等は、組合員等に対して飲酒運転撲滅宣言の届出を促すと

ともに、会報誌への掲載などを実施し、条例の周知に努める。  

 

ウ 酒類販売業者における取組 

   酒類販売業者は、以下の取組に努める。 

・飲酒運転撲滅に関するポスター等の来店者によく見える場所への掲示  

・車両利用の来店者が飲酒運転をするおそれがあると認められるときは、来店

者に声かけするなど、飲酒運転を防止するための取組を実施  

・飲酒運転撲滅を訴える街頭啓発等の実施  

・来店者の飲酒運転を現認した場合における警察官への通報  

・事業者の団体等と連携した取組の推進  

 

エ 駐車場所有者等における取組 

   駐車場所有者等は、以下の取組に努める。  

・飲酒運転撲滅に関するポスター、ステッカー等の利用者によく見える場所へ

の掲示 

・車両の出入りを管理する従業員を置く駐車場の駐車場所有者等においては、

当該従業員に、飲酒していることが明らかな利用者等には運転代行業者を紹

介させるなど、利用者の飲酒運転を防止するための取組の実施  

・利用者の飲酒運転を現認した場合における警察官への通報  

・事業者の団体等と連携した取組の推進 



○　飲酒運転撲滅宣言企業・宣言の店の登録数

平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末

5,702 18,118 23,078

2,222 3,189 4,284

飲酒運転撲滅宣言企業（事業所）

飲酒運転撲滅宣言の店（店）

○　福岡県内の飲酒運転事故件数

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

飲酒運転事故件数
366 284 296 337 257 185 171 153

（全国順位：ワースト）

（5位） （5位） （4位） （1位） （2位） （10位） （9位） （11位）

 ～ 12  ～
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福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例 

   平成二十四年三月二日 

福岡県条例第 一号 

改正 平成二四年 三月 九日条例第 二号 

改正 平成二七年 三月 三日条例第二七号 

 

 

福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例をここに公布する。 

  福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例 

 

目次 

前文 

第一章 総則(第一条―第三条) 

第二章 行政及び地域社会の責務(第四条―第六条) 

第三章 県民の責務等(第七条―第十二条) 

第四章 県の機関、事業者等の責務(第十三条―第十七条) 

第五章 特定事業者等の責務(第十八条―第二十五条) 

第六章 飲酒運転撲滅のための措置(第二十六条―第三十三条) 

第七章 支援措置等(第三十四条・第三十四条の二) 

第七章の二 雑則(第三十五条・第三十六条) 

第八章 罰則(第三十七条) 

附則 

 

本県では、平成十八年八月、飲酒運転により幼い三人の命が突然奪われるという悲

惨な事故が発生し、県民は、飲酒運転のおそろしさに大きな衝撃を受け、飲酒運転は

絶対に許さないと決意したところである。しかしながら、その後、法令による厳罰化

が進み、取締りの努力が続けられているにもかかわらず、平成二十三年二月の男子高

校生二人をはじめ犠牲者が続き、今もなお、飲酒運転事故が後を絶たない状況にある。 

また、飲酒運転による検挙者の半数が再犯者と推定されていることから、残念なが

ら常習的に飲酒運転を繰り返す県民の存在を否定できず、現行法令により道路交通の

現場において行われる取締りだけでは、現状を打破することは困難である。 

このような憂慮すべき状況の背景には、飲酒運転の危険性と結果の重大性に対する

社会的な認識の甘さがあることを指摘する声があり、まず、常習者の徹底的な自己啓

発と県民意識、社会風土の改革が急がれるところである。しかし、一方で、飲酒運転

による検挙者の中には、アルコール依存症が疑われる方も多数存在することが判明し

ており、このような疾病の場合には、啓発は功を奏しないとされている。 

したがって、飲酒運転の撲滅のためには、取締りの強化だけではなく、まず、検挙

者ひとりひとりの特性に応じた適切な予防措置を講じ、二度と飲酒運転を繰り返させ

ないことが重要である。また、飲食店等において、運転者に飲酒をさせないための取

組を進めることも不可欠である。 
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もはや、私たちは、県民の生命と安全が日々脅かされている事態をこのまま看過す

ることはできない。 

よって、ここに、県民が飲酒運転に至る経緯を見据えた適切な対策を講じるととも

に、飲酒運転撲滅のための施策を総合的かつ計画的に推進することにより、飲酒運転

のない、県民が安心して暮らせる社会を実現するため、この条例を制定する。 

 

第一章 総則 

 

(目的) 

第一条 この条例は、県、市町村、関係機関及び団体が連携し、県民と一丸となって

飲酒運転撲滅運動を推進するため必要な事項を定めることにより、飲酒運転は絶対

しない、させない、許さないという県民意識及び社会風土を定着させ、もって県民

の生命と安全を守ることを目的とする。 

 

(定義) 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 県職員 県の執行機関及び議会(以下「県の機関」という。)の事務を補助する

職員で、地方公務員法(昭和二十五年法律第二百六十一号)第三条第二項に規定す

る一般職に属する職員をいう。 

二 管理監督者 県職員のうち、部下の職員を管理監督する地位にある職員で、係

長又は係長相当職以上の職にある者をいう。 

三 車両 道路交通法(昭和三十五年法律第百五号)第二条第一項第九号に規定する

自動車、同項第十号に規定する原動機付自転車及び同項第十一号の二に規定する

自転車をいう。 

四 飲酒運転 酒気を帯びて車両を運転する行為をいう。 

五 事業者 県内で事業を営む個人又は法人その他の団体をいう。 

六 飲食店営業者 営業の形態にかかわらず、店舗その他の設備(以下「飲食店等」

という。)において酒類を提供して飲食させる営業(以下「飲食店営業」という。)

を行う者(当該飲食店等の責任者を含む。)をいう。 

七 飲食店営業者等 飲食店営業者及び当該飲食店営業に従事する者をいう。 

八 酒類販売業者 酒税法(昭和二十八年法律第六号)第九条第一項に規定する販売

業免許を受けて酒類を販売する者をいう。 

九 駐車場所有者等 駐車場法(昭和三十二年法律第百六号)第二条第一号に規定す

る路上駐車場及び同条第二号に規定する路外駐車場(以下「駐車場」と総称する。)

を所有又は管理する者をいう。 

十 特定事業者 飲食店営業者、酒類販売業者及び駐車場所有者等をいう。 

 

(率先垂範) 

第三条 知事、県議会議員その他福岡県の特別職に属する者及び県職員は、自らの行
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動を厳しく律し、県民に範を示すべき立場を深く自覚するとともに、飲酒運転は絶

対しない、させない、許さないという固い決意をもって、飲酒運転の撲滅に率先し

て取り組むものとする。 

２ 前項の規定に反し飲酒運転を行った者は、その行為が飲酒運転撲滅に向けた県民

の努力及び本県の名誉を著しく毀損するものであることを自覚し、本県への信頼を

回復するよう適切に行動するものとする。 

 

第二章 行政及び地域社会の責務 

 

(県の責務) 

第四条 県は、市町村、交通行政に関わる国の機関又は事業者、医療機関、教育関係

者、特定事業者の団体その他飲酒運転の撲滅に取り組む諸団体との連携の下に、飲

酒運転の撲滅に向けた施策を総合的に実施するとともに、必要な措置を講じるもの

とする。 

２ 県は、市町村、特定非営利活動法人、地域の住民団体等による飲酒運転撲滅のた

めの取組に対し、必要に応じ、専門家の派遣、研修の実施、情報の提供その他の方

法により協力及び支援を行うものとする。 

 

(市町村の責務) 

第五条 市町村は、県とともに、住民の生命と安全の確保について重大な責務を負う

ものであることを踏まえ、自主的に飲酒運転の撲滅に取り組み、かつ、県の施策に

協力するよう努めるものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の住民による飲酒運転撲滅の取組に対し、必要な支援を行

うよう努めるものとする。 

 

(法令上の権限行使に係る配慮) 

第六条 知事及び公安委員会は、所管する法令上の権限でこの条例の規定に基づく措

置、取組等に関連するものを行使するに当たっては、関係者に対し、この条例の趣

旨及び当該措置、取組等に関する説明を行い、協力を要請するなど、当該法令に反

しない範囲で、この条例の目的達成に資する措置を併せて講じるよう配慮するもの

とする。 

 

第三章 県民の責務等 

 

(県民の責務) 

第七条 車両の運転を行う県民は、飲酒が車両の正常な運転を妨げ、重大な事故の原

因となるものであることを自覚し、日常生活において次の事項を厳守しなければな

らない。 

一 車両を運転する必要があり、又は必要となることが見込まれるときは、飲酒し

ないこと。 
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二 アルコールが身体に及ぼす影響について正しく理解するように努め、飲酒した

ときは、その影響がなくなるまで、いかなる理由があっても車両を運転しないこ

と。 

三 アルコール依存症であるとき又は常習飲酒、大量飲酒等の不適切な飲酒行動(以

下「問題飲酒行動」という。)があるときは、飲酒運転を防止するため、治療又は

問題飲酒行動の是正に努めること。 

２ 県民は、飲酒運転はしない、させない、許さないことが県民共通の願いであり、

責務であることを自覚し、家族又は知人が飲酒運転を行うおそれがあると認めたと

きは、これを阻止するため、声かけ、確認、注意等、所要の措置を講じるよう努め

るものとする。 

３ 県民は、飲酒運転による事故を防止するため、飲酒運転を現に行おうとし、又は

飲酒運転を行った者があることを知ったときは、当該事実を警察官に通報するよう

努めるものとする。 

 

(受診義務等) 

第八条 前条第一項第二号の規定に違反して飲酒運転を行い、道路交通法第百十七条

の二第一号又は同法第百十七条の二の二第三号に規定する状態にあることが認めら

れた者(以下「違反者」という。)は、その選択により、知事が指定する医療機関（以

下「指定医療機関」という。）によるアルコール依存症に関する診察又は知事が指定

する方法による飲酒行動に関する指導のいずれかを受け、規則で定めるところによ

り知事に報告しなければならない。ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限

りでない。 

一 事情により指定医療機関以外の医療機関の受診を申し出、知事がやむを得ない

と認めた場合において、その診断書を提出したとき。 

二 過去に指定医療機関又は指定医療機関以外の医療機関で知事が適当と認める

ものを受診していた場合において、その診断書（受診後規則で定める期間を経過

したものは除く。）を提出したとき又は既にアルコール依存症であることが判明

しているとき。 

三 その他規則で定める正当な理由があるとき。 

２ 知事は、前項の違反者に対し、規則で定めるところにより、指定医療機関の診察

又は知事が指定する方法による飲酒行動に関する指導に係る事項、前項の規定によ

る報告の期限その他必要な事項を通知するものとする。 

３ 知事は、前項の通知を受けた違反者が期限までに第一項に規定する報告をしない

ときは、当該違反者に対し、同項に規定する診察又は指導を受け、報告を行うよう

勧告するものとする。 

４ 第二項の通知を受けた違反者が規則で定める期間内に再び違反者となったときは、

知事は、次のいずれかに該当する場合を除き、期限を定め、指定医療機関の受診を

命ずるものとする。この場合において当該命令を受けた者は、正当な理由があると

きに限り、受診期限の変更を申し出ることができる。 

一 違反者が第一項の規定に基づき受診した医療機関の診断書(受診後規則で定め
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る期間を経過したものを除く。)を提出したとき。 

二 違反者が既にアルコール依存症であることが判明しているとき。 

三 その他規則で定める正当な理由があるとき。 

５ 前項の規定により指定医療機関の診察を受けた違反者は、その旨を規則で定める

ところにより知事に報告しなければならない。 

第八条の二 知事は、前条第一項の違反者で知事が指定する方法による飲酒行動に関

する指導を受けたものについては、必要な範囲において継続的な指導を行うことが

できる。 

２ 知事は、前条第一項又は前項の規定による指導の状況を踏まえ、アルコール依存

症の疑いがあると認められる者に対し、指定医療機関の診察を受けるよう勧告する

ことができる。 

 

(治療義務) 

第九条 第八条第四項の規定による受診の結果アルコール依存症と診断された違反者

(同項第一号に規定する診断書においてアルコール依存症と診断された者及び同項

第二号に該当する者を含む。)は、将来にわたり再び車両を運転することがない場合

を除き、知事が指示するところにより専門病院において治療を受け、その状況を報

告しなければならない。 

２ 知事は、前項の違反者がアルコール依存症の治療を受けず、又は治療を継続しな

いときは、必要な治療を受けるよう勧告することができる。 

 

（指定医療機関の整備） 

第九条の二 知事は、前三条に規定するところにより指定医療機関において診察又は

治療を受ける違反者の義務の履行等の促進を図るため、指定医療機関の数を増加さ

せるための措置を講ずるものとする。 

 

（費用の負担等） 

第九条の三 知事は、この条例の目的を達成するため、第八条の二第二項の規定によ

る診察その他のこの条例の規定により指定医療機関に対して求める措置に要する

費用について、負担その他の必要な措置を講ずることができる。 

 

(飲酒行動是正等の取組義務) 

第十条 第八条第四項の規定に該当することとなった違反者のうち、第九条第一項の

規定に該当する違反者以外の者は、受診した医師の意見等を勘案し、知事が推奨す

る飲酒行動是正プログラム又は飲酒運転撲滅のための啓発的社会活動等のプログラ

ム(以下「啓発プログラム」という。)のいずれかに参加しなければならない。 

 

（違反者に準じた取組） 

第十条の二 第七条第一項第二号の規定に違反し飲酒運転を行った者のうち第八条第

一項に規定する違反者以外のものは、当該行為の違法性及び危険性を自覚するとと

もに、再び飲酒運転を行うことがないよう第八条から前条までに規定するところに
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準じて県が講ずる措置に応じ、必要な取組を行うよう努めるものとする。 

２ 県は、前項の規定による取組を促進するため、啓発その他必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

 

(知事及び公安委員会の相互協力) 

第十一条 公安委員会は、知事が第八条から第十条までの規定に基づく事務を遂行す

る上で必要となる違反者情報の提供その他の協力を行うものとし、知事は、当該事

務の遂行状況に関する情報を公安委員会に提供するものとする。 

２ 前項に規定するもののほか、知事及び公安委員会は、この条例の規定に基づく措

置の実施に関し緊密な連携を保ち、相互に協力するものとする。 

 

(違反者の家族等の責務) 

第十二条 違反者が、第八条から第十条までの規定により受診し、指導若しくは治療

を受け、又は飲酒行動是正プログラムに参加する場合において、その家族は、違反

者の受診、指導若しくは治療を受けること又は飲酒行動の是正を促し、支援するこ

とにより、その目的達成に協力するよう努めるものとする。 

２ 違反者が第十条の規定により啓発プログラムに参加する場合には、知事は、啓発

の効果をより高めるため、違反者の家族も共に参加できるよう配慮するものとする。 

３ 第十条の二第一項に規定する者が同項の規定による取組を行う場合において、そ

の家族は、取組を支援し、目的達成に協力するよう努めるものとする。 

 

第四章 県の機関、事業者等の責務 

 

(県の機関の責務) 

第十三条 県の機関は、その事務の用に供する車両の運行に当たり、運転者が酒気を

帯びていないことを確認する等、県職員が業務上飲酒運転を行うことを防止するた

めに必要な措置を講じるものとする。 

２ 県の機関は、県職員及び公立学校の教員に対し、飲酒運転の撲滅に関する研修、

指導その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

(県職員の厳正な処分) 

第十四条 県職員が飲酒運転を行ったときは、知事その他の任命権者(以下単に「任命

権者」という。)は、行為の態様及び悪質性等に応じ、懲戒免職処分を含めて厳正に

対処しなければならない。 

 

(県の管理監督者の責任) 

第十五条 管理監督者は、職場から飲酒運転を行う職員を絶対に出さないとの決意の

下、任命権者が別に定めるところにより、職場における飲酒運転撲滅対策に徹底し

て取り組むものとする。 

２ 前条の規定により飲酒運転を行った県職員を処分する場合において、当該職員の
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管理監督者が前項の取組を著しく怠ったときは、任命権者は、併せてその管理監督

上の責任も問うものとする。 

 

(事業者の責務等) 

第十六条 事業者は、県の機関に準じて第十三条に定める措置を講じるよう努めると

ともに、県及び市町村が実施する飲酒運転撲滅のための取組に協力するよう努める

ものとする。 

２ 公安委員会は、違反者の飲酒運転が通勤又は通学の途上であったときは、違反者

の通勤先又は通学先である事業者にその旨を通知することができる。 

３ 前項の通知を受けた事業者は、当該違反者が再び飲酒運転をすることがないよう、

第十三条に定める措置に準じた措置を講じなければならない。 

 

(飲酒運転撲滅宣言企業) 

第十七条 事業者は、飲酒運転の撲滅を宣言し、次に掲げる事項を記載した飲酒運転

撲滅推進計画の策定等、この条例の趣旨に則した取組を行うよう努めるものとする。 

一 管理体制に関する事項 

二 社内処分に関する事項 

三 従業員等に対する啓発、飲酒に係る検診等に関する事項 

四 その他必要な事項 

２ 知事は、前項の宣言を行った事業者(以下「飲酒運転撲滅宣言企業」という。)が

その旨を届け出たときは、登録簿に登載するとともに、当該登録簿を常に公にして

おくものとする。 

３ 飲酒運転撲滅宣言企業は、飲酒運転撲滅推進計画を策定したときは、その実施に

努めるものとする。 

４ 知事は、県が発注する請負、委託、物品の納入又は役務の提供に関する契約の相

手方で、その業務上車両を利用する者に対し、前三項の規定の趣旨を説明するとと

もに、飲酒運転撲滅推進計画の策定に関し必要な情報の提供等に努めるものとする。 

 

第五章 特定事業者等の責務 

 

(飲食店営業者等の責務) 

第十八条 飲食店営業者は、県、市町村等が提供する飲酒運転撲滅に関する立て看板、

ステッカー、ポスター等(以下「啓発文書」という。)を各飲食店等の来店者によく

見える場所に掲示するとともに、当該飲食店等では車両を運転する者には酒類を提

供しない旨を全ての来店者に見える方法で表示するよう努めるものとする。 

２ 駐車場を設置する飲食店等において、飲食店営業者等は、車両利用の来店者の飲

酒運転を防止するため、次の各号に規定する措置を講じるよう努めるものとする。 

一 酒類の提供を求める来店者に車両利用の有無を確認すること。 

二 前号の来店者が車両利用であったときは、次の例により対応すること。 

イ 来店者が単独の場合には運転代行の利用その他帰宅の方法の申告を求め、申
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告がないときは酒類を提供しないこと。 

ロ 来店者が複数人の場合には帰宅時の運転者の申告を求め、申告がないときは

全員に対し、申告されたときは申告された当該運転者に対して酒類を提供しない

こと。 

三 飲酒した来店者が退店するときは、前号の措置で申告された方法が履行される

ことの確認、自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律(平成十三年法律第五

十七号)第二条第二項に規定する自動車運転代行業者(以下「運転代行業者」とい

う。)の紹介等の方法により、飲酒した来店者が車両を運転することを防止するこ

と。 

四 設置した駐車場については、第二十三条の規定の例により管理すること。 

 

(飲酒運転防止措置の指示等) 

第十九条 公安委員会は、違反者が飲酒した飲食店等が判明したときは、公安委員会

規則で定めるところにより、当該飲食店等の飲食店営業者に対しその旨を通知する

ものとする。 

２ 公安委員会は、前項の規定による通知を受けた飲食店営業者が、当該飲食店等に

おける営業に関し公安委員会規則で定める基準に該当すると認めるときは、当該飲

食店営業者に対し、飲酒運転を防止するために講じるべき措置を指示することがで

きる。 

３ 前項の指示は、書面(以下「指示書」という。)をもって行うものとする。 

 

(指示違反に対する措置) 

第二十条 公安委員会は、前条第二項の規定により飲酒運転防止に関する措置の実施

を指示された飲食店営業者が、当該措置を実施していないと認めるときは、公安委

員会規則で定めるところにより、その旨を公表するとともに、期間を定めて前条第

三項の指示書の掲示を命ずることができる。 

２ 前項の規定により指示書の掲示を命じられた飲食店営業者は、当該指示書を、定

められた期間、来店者によく見える場所に掲示しなければならない。 

 

(飲酒運転撲滅宣言の店) 

第二十一条 飲食店営業者は、経営する飲食店等において第十八条第二項の規定の例

による措置を講じることにより飲酒運転の撲滅に取り組む旨の宣言を行うよう努め

るものとする。 

２ 知事は、飲食店営業者が前項の宣言を記載した書面を提出したときは当該飲食店

を飲酒運転撲滅宣言登録簿に登載するとともに、当該登録簿を常に公にしておくも

のとする。 

３ 飲食店営業者は、飲酒運転撲滅宣言の店において、前項の書面に記載した事項を

遵守しなければならない。 

 

(酒類販売業者等の責務) 
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第二十二条 酒類販売業者及びその店舗等の責任者は、来店者又は利用者によく見え

る場所に啓発文書を掲示するよう努めるものとする。 

 

(駐車場所有者等の責務) 

第二十三条 駐車場所有者等は、全ての利用者からよく見える場所に啓発文書を掲示

するよう努めるものとする。 

２ 車両の出入りを管理する従業員を置く駐車場の駐車場所有者等は、当該従業員に、

飲酒の疑いがある利用者には飲酒の有無を確認し、飲酒していることが明らかな利

用者には運転代行業者の利用を勧めるなど、利用者の飲酒運転を阻止するため、所

要の措置を講じるよう努めさせるものとする。 

 

(通報義務等) 

第二十四条 特定事業者及びその業務に従事する者並びにタクシー業務適正化特別措

置法(昭和四十五年法律第七十五号)第二条第三項のタクシー事業又は運転代行業者

が行う業務に従事する者は、来店者、利用者等が飲酒運転をするおそれがあると認

めるときは、これを制止し、飲酒運転を現認したときは警察官に通報しなければな

らない。 

２ 警備業務（警備業法（昭和四十七年法律第百十七号）第二条第二号に該当するも

のに限る。）に従事する者、道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）第二条

第二項の自動車運送事業に従事する者（前項に規定する者を除く。）その他道路等

において長時間にわたり保守、管理等の業務に従事する者は、その業務上飲酒運転

を現認したときは、速やかに警察官に通報し、必要な情報を提供するよう努めなけ

ればならない。 

 

（特定事業者の連携） 

第二十四条の二 特定事業者は、それぞれの特定事業者の関係団体等とも連携し、本

章に規定された責務を適切に果たすとともに、この条例に基づく県又は市町村の取

組に協力するよう努めるものとする。 

 

(立入り調査等) 

第二十五条 公安委員会は、第十九条第二項の規定に基づく指示又は第二十条第一項

の規定に基づく掲示命令に関し必要があると認めるときは、警察職員に、当該飲食

店等に立ち入り、関係者に対し、説明若しくは資料の提出を求め、又は質問させる

ことができる。 

２ 前項の規定により立ち入る場合、当該警察職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、かつ、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 前二項の規定は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

４ 公安委員会は、飲食店営業者等が第一項の立入等を拒否するときは、その旨を公

表することができる。 
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第六章 飲酒運転撲滅のための措置 

 

(飲酒運転撲滅連絡会議の設置等) 

第二十六条 県は、知事が別に定めるところにより、県の執行機関、市町村、特定事

業者の団体等、この条例の規定に基づく措置、取組等に関係する機関又は団体に属

する者で構成される飲酒運転撲滅連絡会議(以下「連絡会議」という。)を設置する。 

２ 連絡会議は、飲酒運転撲滅推進総合計画を策定し、その実施に関し必要な協議及

び調整を行うものとする。 

３ アルコール依存症及び問題飲酒行動に関する対策を推進するため、知事は、アル

コール依存症等の治療に実績を有する専門病院を飲酒運転撲滅対策医療センター

(以下「対策医療センター」という。)に指定するものとする。 

４ 対策医療センターは、連絡会議に参加するとともに、職域、地域、医療機関、行

政機関、アルコール依存症等に係る自助グループ(同じ困難を有する者が自発的に参

加し、相互支援及び扶助を行う集団をいう。)等との間において、アルコール依存症

及び問題飲酒行動に該当する者をその治療又は是正に関する各種のプログラムに誘

導するための連携体制を構築するものとする。 

 

(飲酒運転撲滅推進総合計画) 

第二十七条 前条第二項に規定する飲酒運転撲滅推進総合計画には、この条例に別に

定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。 

一 連絡会議の構成及び連携体制に関する事項 

二 対策医療センター等に関する事項 

三 第九条第一項の規定による治療に関するプログラム、飲酒行動是正プログラム、

啓発プログラムその他飲酒運転撲滅に関する知識の普及、教育、啓発等に関する

事項 

四 その他飲酒運転の撲滅に関する事項 

２ 知事は、前項の計画が策定され、又は変更されたときは、これを公表するものと

する。 

 

(飲酒運転撲滅活動アドバイザーの派遣) 

第二十八条 県は、飲酒運転撲滅活動に関する知識又は経験を有する者を飲酒運転撲

滅活動アドバイザーとして登録し、飲酒運転撲滅に取り組む市町村、地域団体、事

業者、特定事業者等の求めに応じ派遣するものとする。 

 

(飲酒運転撲滅活動推進員) 

第二十九条 県は、飲酒運転撲滅推進総合計画の実行体制を充実させるため、飲酒運

転撲滅活動推進員を委嘱し、同計画に定める諸活動に従事させることができる。 

 

(情報提供) 

第三十条 公安委員会は、連絡会議の構成員の求めに応じ、飲酒運転の検挙者数、事
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故件数及びこれらの地域又は職域ごとの内訳等、飲酒運転撲滅のための施策に関し

必要な情報を積極的に提供するよう努めるものとする。 

 

(飲酒運転防止教育等) 

第三十一条 この条例の趣旨を将来にわたって県民に定着させるため、小学校、中学

校、高等学校、大学等の教育機関においては、児童、生徒、学生等の年齢、生活環

境等を踏まえ、飲酒運転の防止に関する教育及び次の各号に掲げる教育を実施する

ものとする。 

一 小学校及び中学校にあっては、命の大切さ及び規範意識の育成に関する教育 

二 高等学校にあっては、各種免許を取得できる年齢に達すること等を踏まえ、交

通社会の一員としての責任ある行動及び飲酒運転撲滅活動に関する教育 

三 大学等にあっては、前号に規定する教育及び適切な飲酒行動、メンタルヘルス

等に関する教育 

２ 前項第一号及び第二号の教育を実施するに当たっては、できる限り保護者にも参

加を求めるものとする。 

第三十一条の二 前条の規定に基づく教育を適切に実施するため、教育委員会は、そ

の所管に属する教育機関において教育に従事する者に対し、この条例の趣旨及び内

容並びにアルコール健康障害に関する知識を確実に習得させるため必要な措置を

講ずるものとする。 

２ 市町村の教育委員会、学校法人その他前条第一項の教育機関の設置者は、その管

理又は指導権限に属する教育機関において教育に従事する者に対し、前項の規定に

準じた措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 教育委員会は、この条例の趣旨及び内容等の県民への周知に資するため、市町村

の教育委員会及び社会教育関係団体との連携の下に、社会教育の場の活用に努める

ものとする。 

 

(表彰等) 

第三十二条 知事は、飲酒運転撲滅活動に関して特に優れた取組を行い、又は特に顕

著な功績があったものを表彰することができる。 

２ 知事は、前条の優れた取組を広く普及させるため必要な措置を講ずるものとする。 

 

(飲酒運転撲滅の日及び撲滅週間) 

第三十三条 県は、飲酒運転撲滅運動の推進について県民の関心と理解を深めるため

に飲酒運転撲滅の日及び撲滅週間を設け、飲酒運転撲滅推進総合計画に定めるとこ

ろにより、その趣旨にふさわしい取組を実施するものとする。 

 

第七章 支援措置等 

 

(被害者等の支援等) 

第三十四条 県は、飲酒運転による交通事故の被害者及びその家族等(以下「被害者等」
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という。)からの相談に適切に対応するため、窓口の設置その他の支援体制を整備す

るものとする。 

２ 県は、飲酒運転の撲滅のための取組及び措置に被害者等が参加できるよう配慮す

るとともに、被害者等に対して支援を行う団体の活動が促進されるよう、必要な情

報の提供に努めるものとする。 

 

(違反者の家族等の支援) 

第三十四条の二 県は、違反者又は違反者となるおそれがある者及びその家族等によ

る自主的な飲酒運転防止の取組に対し、指定医療機関の医療従事者その他アルコー

ル依存症に関する知識・経験を有する者、飲酒運転撲滅活動アドバイザー等が迅速

かつ適切に支援できるよう、相談窓口の設置及び連絡体制の整備等を行うものとす

る。 

２ 違反者の家族等は、前項の相談窓口等の支援を積極的に活用するよう努めるもの

とする。 

 

第七章の二 雑則 

 

(意見の聴取) 

第三十五条 任命権者が第十四条及び第十五条第二項の規定により県職員を処分する

ときは、任命権者が別に定めるところにより、あらかじめ、処分の相手方に意見を

述べる機会を与えなければならない。 

２ 公安委員会が第二十条第一項の規定に基づき指示違反の事実を公表するとき、又

は第二十五条第四項の規定に基づき立入等の拒否の事実を公表するときは、あらか

じめ、対象となる飲食店営業者に意見を述べる機会を与えなければならない。 

 

(規則への委任) 

第三十六条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知

事、公安委員会又は教育委員会の規則で定める。 

 

第八章 罰則 

 

(過料) 

第三十七条 第八条第四項の規定による命令に違反し、アルコール依存症に関する受

診を行わない者は、五万円以下の過料に処する。 

２ 第二十条第一項の規定による掲示命令に違反した飲食店営業者は、五万円以下の

過料に処する。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、第八条から第十二条
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まで、第十六条第二項及び第三項、第十九条、第二十条、第二十五条、第二十八条、

第三十五条第二項並びに第三十七条の規定は、公布の日から起算して七月を超えな

い範囲内において規則で定める日から施行する。 

(平二四条例二・一部改正) 

 (この条例の見直し) 

２ この条例は、その運用状況、実施効果等を勘案し、第一条の目的達成状況を評価

した上で、この条例の施行後三年以内に見直しを行うものとする。 

附 則(平成二四年条例第二号) 

この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。 

附 則(平成二七年条例第二七号) 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、第八条の改正規定、

同条の次に一条を加える改正規定、第九条の改正規定、第十条の改正規定、同条の

次に一条を加える改正規定、第十一条の改正規定、第十二の改正規定及び第三十七

条の改正規定並びに次項の規定は、平成二十七年九月二十一日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第八条の改正規定の施行の際現に改正前の同条第一項に規定する違反者である

者については、改正後の同条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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福岡県飲酒運転撲滅連絡会議設置要綱 
 

（設置） 

第１条 福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例（平成２４年福岡県条例第

１号）第２６条第１項の規定に基づき、県、市町村、関係機関・団体は、共同

して福岡県飲酒運転撲滅連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。 

 

（会長） 

第２条 連絡会議に会長を置き、福岡県新社会推進部長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、福岡県新社会推進部生活安全課長の職にある委員

がその職務を代行する。 

 

（組織） 

第３条 連絡会議は、別表に掲げる構成団体から推薦された委員で構成する。 

 

（会議） 

第４条 連絡会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 議長は、必要と認めるときは委員以外の者の出席を求め、説明又は資料の提

出を求めることができる。 

 

（協議事項） 

第５条 連絡会議は、次に掲げる事項を定める飲酒運転撲滅推進総合計画を策定

し、その実施に関し必要な協議と調整を行う。 

（１）連絡会議の構成及び連携体制に関する事項 

（２）対策医療センター等に関する事項 

（３）アルコール依存症の治療に関するプログラム、飲酒行動是正プログラム、

啓発プログラムその他飲酒運転撲滅に関する知識の普及、教育、啓発等に

関する事項 

（４）その他飲酒運転の撲滅に関する事項 

 

（幹事会） 

第６条 連絡会議に幹事会を置く。 

２ 幹事会に幹事長を置き、福岡県新社会推進部生活安全課長の職にある委員を

もって充てる。 

３ 幹事会は、連絡会議に付議する案件をあらかじめ調整するほか、専門的事項

について協議する。 

４ 幹事会の幹事は、幹事長が指名する。 

５ 第４条の規定は、幹事会について準用する。この場合において、同条中「連
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絡会議」とあるのは「幹事会」と、「会長」とあるのは「幹事長」と、「委員」

とあるのは「幹事」と読み替えるものとする。 

 

（事務局） 

第７条 連絡会議の事務局は、福岡県新社会推進部生活安全課に置く。 

 

（補則) 

第８条 この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営に関し必要な事項は、会

長が連絡会議に諮って定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年１２月２０日から施行する。 

 

（別表） 

 区分 団体 

１ 会長 新社会推進部長 

２ 県の執行機関 私学振興課 

３ 県の執行機関 生活安全課 

４ 県の執行機関 健康増進課 

５ 県の執行機関 教育庁体育スポーツ健康課
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○福岡県飲酒運転撲滅連絡会議の開催状況 

 

日時 会議等種別 内容 

平成 24年 

4月 16日 
連絡会議 

○福岡県飲酒運転撲滅連絡会議について 

○福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例について 

○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画について 

○今後のスケジュールについて 

5月 10日 幹事会 

○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画（案）策定の役割分担

について 

○今後のスケジュールについて 

6月 11日 幹事会 
○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画（案）の策定について 

○今後のスケジュールについて 

7月 4日 幹事会 
○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画（案）の策定について 

○今後のスケジュールについて 

7月 25日 連絡会議 
○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画（案）の策定について 

○今後のスケジュールについて 

8月 17日 連絡会議 ○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画の決定について 

平成 25年 

2月 25日 
連絡会議 

○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画の取組状況について 

○今後の取組について 

4月 17日 幹事会 ○平成２５年度の取組について 

5月 22日 連絡会議 ○平成２５年度の取組について 

10月 22日 連絡会議 
○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画の取組状況について 

○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画の目標の改定について 

平成 26年 

2月 7日 
連絡会議 ○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画の取組状況について 

4月 16日 幹事会 ○平成２６年度の取組について 

5月 23日 連絡会議 ○平成２６年度の取組について 

平成 27年 

3月 18日 
連絡会議 

○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画の取組状況等について 

○福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例の改正及び

福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画の改定について 

5月 15日 幹事会 ○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画の改定について 

8月 21日 連絡会議 ○福岡県飲酒運転撲滅推進総合計画の改定について 
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